
観光地の危機管理及び観光情報流通の検討

・ポストコロナにおける観光地のあり方？
（ 参考２０２０年度の日本交通公社・観光経営講座のポスト

コロナにおける観光地のあり方を講演内容を参考に紹介）

（ST_EPS TAプロジェクト討議資料）

・コロナ禍後の観光はどのように変化をして行くのか？

・観光の持続的発展に必要な観光情報流通とは？

2020.12.17 中込

ST&EPs TA Pj検討資料_201201203S.N
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１． 地球規模の新型コロナウイルス禍で問われる観光の現状とあ

り方？
・その事例として、本年７月に開催された２０２０年度の日

本交通公社・
観光経営講座でポストコロナにおける観光地のあり考えるを

テーマ
に次の地域（ハワイ、沖縄県、由布院）の担当者が講演さ

れ以下の
講演の講義録を参考に現状を紹介する。

(1) ハワイ再開に向けて 経済再開と再生戦略
(2) 沖縄県の危機管理対策と新型コロナウイルス対応
(3) 自然災害を乗り越えてきた由布院の経験とチャレンジ

次ページの講演記録から見えるのは、講演のメインテーマである
が、
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ハワイの経済再開と再生戦略と
再生戦略

Hawaii Tourism Authority
理事 木村恭子 氏

・ハワイ州における新型コロナウイルス感染拡大の推移
・マスク着用義務化、州外からの渡航者の隔離措置（４月
～）
・ホテルの稼働率は１０％程度に、観光に依存するハワイ
州の

失業率は約23％に低下した。
・住民から高まるｱﾝﾁﾂｰﾘｽﾞﾑの対応と観光のあり方など

沖縄県の危機管理対策と新型コ
ロナウイルス対応

一般財団法人沖縄観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ
ﾋﾞｭｰﾛｰ会長 下地芳郎氏

・２００１年のアメリカ同時多発テロを機に観光危機管理
を強化
・SARS感染流行時（２００３年）の沖縄の取組み事例で
台湾

とのコｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝギャップが発生（渡航自粛要請が伝わ
らなかった。) 今回はﾂｰﾘｽﾞﾑ産業団体３５団体で情報

共有
・観光客由来と県民由来の感染者は半々、米軍関連の感染
等

自然災害を乗り越えてきた由布
院の経験とチャレンジ

一般社団法人由布市まちづくり
観光局 事務局次長 生野敬嗣氏

・大分県中部地震で改めて地域特性を考えるきっかけ
なった。熊本地震対応後は観光関係者でLINEグループ
を作り、密に連絡、取材窓口を一本化した。

・コロナ禍でも行政を含めた由布院を含めた観光関係者
による週１回程度の情報共有を実施している。
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2. 観光・旅行の動向に対応した情報流通を考える

(1) これまで観光は他の国や地方を訪れ風景・風物・史跡 などを見て歩くこと等を観光
と

定義していた。

(2)現在はさらに観光目的が多様化し、エコツーリズムやアウトドアー体験旅行・秘境
体験・

アドベンチャートラベル等の観光のニーズも高まっており観光領域そのものが拡大
しつつ

ある。日本の国内旅行の傾向からは「日本人旅行者」のニーズと「外国人旅行者」
の

ニーズはそれぞれ旅行目的が異なっていると報告されている。

(3)前記の(2)の状況のほかポストコロナ後の観光情報は更に多様化し幅広い旅行形態に
なる

思われ、これらに適合した観光情報流通・取引情報等の多様化への動向も視野に入
れた

検討も必要と考える。
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① ポストコロナ後の観光マネージメントの危機管理について
(1)前記の観光情報流通のあり方について、今回のコロナ禍で経験した観光及びその地域における

共存共栄の大切さが観光地域の取り組みとして述べられている。(観光文化２４６号） コロナの外圧・
経験から観光における国・自治体・地域のガバナンスや危機管理等の対応も必要と言われている。

(2)観光分野では既に観光マネージメントの危機管理をどうするかが課題となっている。
- 観光企業ガバナンス ・・・・・・観光事業に関わる企業を対象。
- 観光地域ガバナンス ・・・・・・観光に取り組んだり対峙したりする地域を対象。
- 観光グローバル・ガバナンス・・・観光をめぐる国際的、越境的な秩序維持を対象。

(3)また、コロナ禍では地域によるFECT自給圏の存在が極めて重要な鍵になると言われており、
「観光現象は複雑系システム」で機能しており地域との共存共栄が大切である。（北海道大学 石森教授）

F: Foods（農林水産・酪農業による食料）
E: Energy,Education( 再生可能エネルギーと教育）
C: Care,Cure(介護や医療）
T: Tourism(観光）やTrafic（交通）

(4)観光分野のＤＭＯ（観光物件、自然、食、芸術、芸能、風習、風俗等）活動の重要さが増している。
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② 観光地域の持続的発展を考えるポイントは何か
(1)自然環境の保護と持続的維持発展
(2)文化遺産の維持・継承
(3)旅行者の受入環境や地域の持続的発展には以下の事項の検討が必要。

- 移動、宿泊、活動支援、危機管理対策
- ヘルスサポート、教育、文化の伝承
- 資源の消費、動物の保護、水資源の確保
- 地場の発展（住民のQOL向上）、住民の安全、観光事業の存続
- 観光事業における感染症や疾病情報対策等（グローバルに連携できる情報共有を

含めて）
- 言語・コミュニケーションの円滑化
- 旅行者と現地受入対応者とが情報共有し、円滑に支援 するための情報共有化

（EPs TA)
- 旅行者と観光地及び関連事業機関、事業者との情報共有し活用が鍵になる。この実

現には
利用者・事業者を網羅する観光分野版のDX(Digital Transformation）を整備が必

要と考える。
整備機能は地域の常態変化に対処したDMOを含めたトータルシステムとしての

機能である。
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③ 観光の持続的発展には①、②を含め観光情報流通の刷新が必要
(1)前項で述べた旅行者・観光事業及び関連事業の全てを関連付ける観光情報

全般の
情報流通を支える観光DX(Digital Transformation）を検討する必要がある。

(2)これまでＪＴＲＥＣが進めてきた観光情報流通及び電子商取引の利用促進、
技術仕様 の国内・国際間での活用についての取り組み成果を上げているが、、
アフターコロナ禍 後の観光の新常態下での観光情報流通について検討する必要
がある。

(3) １０年後の観光の未来需要予測として「じゃらんリサーチセンター」が
2018年1月に 公表した「2030年観光の未来需要予測研究」資料の抜粋を
参考事例として 観光産業の需要予測を紹介する。

（当資料は「じゃらんリサーチセンター」 ２０１8年1月公表の資料でコロナ禍の前のもの）
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④ 観光情報の分類例

旅行支援情報

旅行予約情報

発地情報

着地情報

評価情報

ネット
ワーク

情報共有
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